
 
 

原子力発電所における火災感知器の設置要件について 

 
平成３０年９月１２日   

原 子 力 規 制 庁    

 

１．背景 

 （略）

 

２．火災感知器の設置に係る考え方 

 〇消防法は、火災等から生命、身体、財産を保護することを目的としており、感知器

には、「初期拡大抑制性能」、「避難安全性能」を求めている。この性能を満たすた

め、消防法令においては、感知器の設置基準とともに、感知器の性能が定められて

いる。火災防護基準において要求する早期感知及び早期消火は、消防法令で求めて

いるこの「初期拡大抑制性能」（火災を感知し、消火器等によって消火ができる時

間を確保）と同様の趣旨である。 

 〇火災防護基準においては、煙の多く出る「無炎火災」と煙がほとんどでない「有炎

火災」の両方に対応できるよう複数の感知器（例：熱感知器と煙感感知器）又は同

等の機能を有する機器を組み合わせて、早期の火災感知及び消火のために設置する

ことを求めているが、その設置方法の詳細について規定していない。 

〇火災区域又は火災区画においては、火災防護対象となる構築物、系統及び機器以外

にも可燃物が存在しうることに鑑みれば、固有の信号を発する異なる種類の感知器

又は感知器と同等の機能を有する機器は、火災防護対象機器等の周辺のみではなく、

火災区域又は火災区画の全域を適切に網羅するように設置されることが必要であ

り、それぞれが消防法令の設置要件と同等の要件に基づいて設置する等について、

従来の規定に加えて求める必要がある。 
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３．対応方針及び今後の予定（案） 

（略） 
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